
 

結  果  の  概  要 

 

１ 漁業経営体 

（１）漁業経営体数 

漁業経営体数は2,162経営体で，平成25年に実施した2013年漁業センサス（以下「前回」という。）

（2,538経営体）に比べ376経営体（14.8％）減少した。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営組織別の状況 

漁業経営体を経営組織別にみると，「個人経営体」は 2,059 経営体（全漁業経営体数に占める割合

95.2％），「団体経営体」は103経営体（同 4.8％）となっている。 

「個人経営体」は前回（2,427経営体）に比べ368経営体（15.2％）減少した。また，「団体経営体」

は前回（111経営体）に比べ 8経営体（7.2％）減少したが，このうち，「会社」については 7経営体

（6.5％），「共同経営体」については1経営体（50.0％）減少した。（表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 過去１年間（平成29年11月１日～平成30年10月31日）に利潤又は生活の資を得るために，生産物を販

売することを目的として，海面において水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業所をいう。

（ただし，過去１年間における漁業の海上作業従事日数が30日未満の個人経営体は除く。） 

〈漁業経営体〉 

表１　経営組織別漁業経営体数 単位：経営体，％

全　　国

漁業経営体数

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年 平成30年

2,162 2,538 2,943 100.0 100.0 100.0 △ 14.8 79,067

2,059 2,427 2,850 95.2 95.6 96.8 △ 15.2 74,526

103 111 93 4.8 4.4 3.2 △ 7.2 4,541

会        社 101 108 92 4.7 4.3 3.1 △ 6.5 2,548

漁業協同組合 - - - - - - - 163

漁業生産組合 1 1 1 0.0 0.0 0.0 0.0 94

共 同 経 営 1 2 - 0.0 0.1 - △ 50.0 1,700

そ  の  他 - - - - - - - 36

個　　　　人

団　　　　体

経 営 組 織

広　　　　島　　　　県

漁 業 経 営 体 数 構      成      比 増減率
30/25

総　　　　数



 

（３）経営体階層別の状況 

漁業経営体を経営体階層別にみると，「動力漁船」使用経営体が1,453経営体（全漁業経営体数に占

める割合 67.2％）で最も多く，次いで「海面養殖」が333経営体（同 15.4％）などとなっている。 

「動力漁船」使用経営体のうち，「１～３トン未満」の漁業経営体が 635 経営体（全「動力漁船」

使用経営体に占める割合 43.7％）で最も多くなっている。 

また，前回に比べ，漁業経営体は376経営体（14.8％）減少しているが，そのうち，「動力漁船」使

用で「10～20トン未満」の経営体階層の減少率（44.8％）が最も大きくなっている。（表２，図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２　経営体階層別漁業経営体数 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

2,162 2,538 2,943 100.0 100.0 100.0 △ 14.8

61 70 76 2.8 2.8 2.6 △ 12.9

- 1 3 - 0.0 0.1 -

267 323 310 12.3 12.7 10.5 △ 17.3

１ ト ン 未 満 141 173 219 6.5 6.8 7.4 △ 18.5

１～３トン未満 635 710 815 29.4 28.0 27.7 △ 10.6

３～５トン未満 487 565 713 22.5 22.3 24.2 △ 13.8

５～10トン未満 145 174 245 6.7 6.9 8.3 △ 16.7

10～20トン未満 16 29 32 0.7 1.1 1.1 △ 44.8

20～30トン未満 11 16 17 0.5 0.6 0.6 △ 31.3

30～50トン未満 10 9 9 0.5 0.4 0.3 11.1

50 ト ン 以 上 8 11 7 0.4 0.4 0.2 △ 27.3

48 78 64 2.2 3.1 2.2 △ 38.5

333 379 433 15.4 14.9 14.7 △ 12.1海 面 養 殖

小 型 定 置 網

増減率
30/25

無 動 力 漁 船 の み

船 外 機 付 漁 船

動
　
力
　
漁
　
船

経 営 体 階 層

総 数

漁 船 非 使 用

漁 業 経 営 体 数 構   成   比



 

（４）漁業種類別の状況 

漁業経営体を主とする漁業種類別にみると，

「海面漁業」の経営体は1,829経営体（全漁業

経営体数に占める割合 84.6％），「海面養殖業」

の経営体は333経営体（同15.4％）となってい

る。 

「海面漁業」では「釣」が659経営体（全海

面漁業経営体数に占める割合36.0％），「海面養

殖業」では「かき類養殖」が287経営体（全海

面養殖業経営体数に占める割合86.2％）で最も

多くなっている。（表３，図３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主とする漁業種類…漁業経営体が過去１年間に営んだ漁業種類のうち，主たる漁業種類をいい，漁業種類

を２種類以上営んだ場合，販売金額１位の漁業種類をいう。 

・営んだ漁業種類…漁業経営体が過去１年間に営んだすべての漁業種類をいう。 

〈漁業種類〉 

表３　漁業種類別漁業経営体数 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 増減率 平成30年 平成25年 増減率

2,162 2,538 △ 14.8 2,162 2,538 △ 14.8

1,829 2,159 △ 15.3 1,829 2,159 △ 15.3

底 び き 網 282 301 △ 6.3 324 388 △ 16.5

船 び き 網 58 73 △ 20.5 79 115 △ 31.3

ま き 網 8 4 100.0 12 9 33.3

刺 網 411 494 △ 16.8 643 773 △ 16.8

小 型 定 置 網 48 78 △ 38.5 93 116 △ 19.8

そ の 他 の 網 漁 業 6 3 100.0 14 7 100.0

は え 縄 26 48 △ 45.8 54 79 △ 31.6

釣 659 755 △ 12.7 875 1,017 △ 14.0

潜 水 器 漁 業  - 3 - 1 5 △ 80.0

採 貝 ・ 採 藻 119 159 △ 25.2 241 315 △ 23.5

そ の 他 の 漁 業 212 241 △ 12.0 442 612 △ 27.8

333 379 △ 12.1 333 379 △ 12.1

ぶ り 類 養 殖  - 2 - 3 5 △ 40.0

ま だ い 養 殖 13 9 44.4 14 12 16.7

ひ ら め 養 殖 4 6 △ 33.3 5 8 △ 37.5

その他の魚類養殖 4 5 △ 20.0 7 11 △ 36.4

か き 類 養 殖 287 312 △ 8.0 301 314 △ 4.1

その他の貝類養殖  - - - 3 - -

く る ま え び 養 殖  - 1 - 1 1 0.0

わ か め 類 養 殖 10 21 △ 52.4 78 89 △ 12.4

の り 類 養 殖 14 21 △ 33.3 26 36 △ 27.8

真 珠 養 殖 1 2 △ 50.0 1 2 △ 50.0

海 面 養 殖 業 ( 実 数 ）

総 数 （ 実 数 ）

海 面 漁 業 （ 実 数 ）

漁  業  種  類

主とする漁業種類別
（最も販売金額が多い）

営んだ漁業種類別
（複数回答）



 

（５）販売金額別の状況 

漁業経営体を漁獲物・収穫物の販売金額別にみると，「100 万円未満」の販売金額の漁業経営体が 

1,086経営体（全漁業経営体数に占める割合50.2％）で最も多く，次いで，「100万円～300万円未満」

が422経営体（同19.5％）などとなっている。 

また，前回に比べ，漁業経営体は376経営体（14.8％）減少しているが，そのうち，「1,500万円～

2,000万円未満」の販売金額の漁業経営体の減少率（51.6％）が最も大きくなっている。 

一方，「5,000万円～１億円未満」の販売金額の漁業経営体が14経営体（14.7％）増加し，「１億円

以上」の販売金額の漁業経営体が9経営体（27.3％）増加している。（表４，図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４　販売金額別漁業経営体数 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成30年 平成25年

総 数 2,162 2,538 100.0 100.0 △ 14.8

販 売 金 額 な し  - 26 - 1.0 -

100 万 円 未 満 1,086 1,211 50.2 47.7 △ 10.3

100 万 円 ～ 300 万 円 未 満 422 536 19.5 21.1 △ 21.3

300 万 円 ～ 500 万 円 未 満 199 236 9.2 9.3 △ 15.7

500 万 円 ～ 800 万 円 未 満 100 130 4.6 5.1 △ 23.1

800 万 円 ～ 1,000 万 円 未 満 40 48 1.9 1.9 △ 16.7

1,000 万 円 ～ 1,500 万 円 未 満 33 37 1.5 1.5 △ 10.8

1,500 万 円 ～ 2,000 万 円 未 満 15 31 0.7 1.2 △ 51.6

2,000 万 円 ～ 5,000 万 円 未 満 116 155 5.4 6.1 △ 25.2

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満 109 95 5.0 3.7 14.7

1 億 円 以 上 42 33 1.9 1.3 27.3

増減率
30/25

販 売 金 額
漁 業 経 営 体 数 構   成   比



 

（６）海上作業従事者数別の状況（11月１日現在） 

漁業経営体を11月１日現在の海上作業従事者数別にみると，「１人」の漁業経営体が1,332経営体

（11月１日現在に海上作業に従事している全漁業経営体数に占める割合68.7％），「２人」の漁業経営

体が277経営体（同14.3％）となっており，「１人」と「２人」の漁業経営体を合わせると全体の83.0％

を占めている。 

また，１経営体当たりの平均従事者数は2.1人となった。（表５，図５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５　海上作業従事者数別漁業経営体数(11月１日現在) 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

総 数 1,939 2,163 2,584 100.0 100.0 100.0 △ 10.4

１ 人 1,332 1,390 1,605 68.7 64.3 62.1 △ 4.2

２ 人 277 429 662 14.3 19.8 25.6 △ 35.4

３ ・ ４ 人 117 155 187 6.0 7.2 7.2 △ 24.5

５ ～ ９ 人 158 127 92 8.1 5.9 3.6 24.4

10 ～ 19 人 50 51 35 2.6 2.4 1.4 △ 2.0

20 ～ 49 人 5 11 3 0.3 0.5 0.1 △ 54.5

50 人 以 上 - - - - - - -

１経営体平均
従 事 者 数

2.1 2.1 1.8 - - - -

注：上記「図５」の脚注に同じ。

海上作業
従事者

漁 業 経 営 体 数 構   成   比 増減率
30/25



 

（７）出荷先別の状況 

漁業経営体を漁獲物・収穫物の主な出荷先別

にみると，「消費者に直接販売」が 615 経営体

（全漁業経営体数に占める割合 28.4％）で最

も多く，次いで「漁協以外の卸売市場」が 596

経営体（同27.6％）などとなっている。 

また，漁獲物・収穫物の出荷先別延べ経営体

数（複数回答）をみると，「消費者に直接販売」

が975経営体と最も多く，次いで「漁協以外の

卸売市場」が717経営体などとなっている。（表

６，図６） 

 

 

 

 

 

 表６　主な出荷先別漁業経営体数及び出荷先別延べ漁業経営体数 単位：経営体，％

構成比

総 数 （ 実 数 ） 2,162 100.0 2,538 △ 14.8 2,162 2,538 △ 14.8

漁 協 の 市 場
又 は 荷 さ ば き 所

250 11.6 292 △ 14.4 346 404 △ 14.4

漁 協 以 外 の
卸 売 市 場

596 27.6 732 △ 18.6 717 863 △ 16.9

流 通 業 者 ・
加 工 業 者

353 16.3 505 △ 30.1 424 613 △ 30.8

小 売 業 者 ・ 生 協 172 8.0 145 18.6 269 286 △ 5.9

外 食 産 業 31 1.4 - - 90 - -

消 費 者 に 直 接 販 売 615 28.4 714 △ 13.9 975 1,284 △ 24.1

そ の 他 145 6.7 150 △ 3.3 204 263 △ 22.4

注：平成25年の「小売業者・生協」は「小売業者」と「生協」の合計値であり，「消費者に直接販売」は「直
売所」と「自家販売」の合計値である。

出　　荷　　先

出荷先別延べ漁業経営体数
（複数回答）

平成30年 平成25年
増減率
30/25

主な出荷先別漁業経営体数
（最も多かった出荷先）

増減率
30/25

平成25年平成30年



 

２ 個人経営体 

（１）世帯員数別の状況（自営漁業に従事） 

個人経営体（2,059経営体）を自営漁業従事世帯員数別にみると，「１人」が1,522経営体（全個人

経営体数に占める割合 73.9％）で最も多く，次いで「２人」が447経営体（同21.7％）などとなっ

ている。 

「１人」は前回（1,511 経営体）に比べ 11 経営体（0.7％）増加した。一方，「２人」は前回（741

経営体）に比べ294経営体（39.7％）減少，「３人」は前回（138経営体）に比べ69経営体（50.0％）

減少などとなっている。（表７，図７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表７　世帯員数別個人経営体数（自営漁業に従事） 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

総 数 2,059 2,427 2,850 100.0 100.0 100.0 △ 15.2

１ 人 1,522 1,511 1,657 73.9 62.3 58.1 0.7

２ 人 447 741 996 21.7 30.5 34.9 △ 39.7

３ 人 69 138 157 3.4 5.7 5.5 △ 50.0

４ 人 以 上 21 37 40 1.0 1.5 1.4 △ 43.2

世　帯　員
増減率
30/25

構   成   比個 人 経 営 体 数



 

（２）専兼業別の状況 

個人経営体を専兼業別にみると，「専業」が618経営体（全個人経営体数に占める割合30.0％），「兼

業」が1,441経営体（同 70.0％）となっている。「兼業」のうち「第１種兼業」は553経営体（同 26.9％），

「第２種兼業」が888経営体（同 43.1％）となっている。 

「専業」は前回（1,103 経営体）に比べ 485 経営体（44.0%）減少し，「第１種兼業」は前回（591

経営体）に比べ38 経営体（6.4％）減少した。一方，「第２種兼業」は前回（733経営体）に比べ155

経営体（21.1％）増加した。（表８，図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・専   業：個人経営体（世帯）として，過去１年間の収入が自家漁業からのみの場合をいう。 

・第１種兼業：個人経営体（世帯）として，過去１年間の収入が自家漁業以外の仕事からもあり，かつ，自家漁業か

らの収入がそれ以外の仕事からの収入の合計よりも大きかった場合をいう。  

・第２種兼業：個人経営体（世帯）として，過去１年間の収入が自家漁業以外の仕事からもあり，かつ，自家漁業以

外の仕事からの収入の合計が自家漁業からの収入よりも大きかった場合をいう。  

〈専兼業〉 

表８　専兼業別個人経営体数 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

2,059 2,427 2,850 100.0 100.0 100.0 △ 15.2

618 1,103 1,482 30.0 45.4 52.0 △ 44.0

1,441 1,324 1,368 70.0 54.6 48.0 8.8

第 １ 種 兼 業 553 591 662 26.9 24.4 23.2 △ 6.4

第 ２ 種 兼 業 888 733 706 43.1 30.2 24.8 21.1

増減率
30/25

兼 業

個 人 経 営 体 数 構   成   比

総 数

専 業

専  兼  業



 

（３）基幹的漁業従事者の性別・年齢階層別の状況 

個人経営体を基幹的漁業従事者の性別にみると，「基幹的漁業従事者が男性」の経営体が2,007経営

体（全個人経営体数に占める割合97.5％），「基幹的漁業従事者が女性」の経営体が48経営体（同2.3％）

で，前回に比べ，それぞれ343経営体（14.6％），27経営体（36.0％）減少した。 

基幹的漁業従事者を性別・年齢階層別にみると，男性においては，「29歳以下」，「30歳～34歳」，「45

歳～49歳」の階層で前回に比べて，それぞれ5経営体（35.7％），6経営体（20.7％），19経営体（19.8％）

増加し，その他の階層では減少した。 

年齢別構成割合でみると，「75歳以上」の男性の年齢階層の割合が 25.0％となり，前回（21.4％）

と比べて3.6ポイント増加し，「75歳以上」の女性の年齢階層の割合は 1.3％となり，前回（1.0％）

と比べて0.3ポイント増加した。（表９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個人経営体の世帯員のうち，満15歳以上で自家漁業の海上作業従事日数が最も多い者をいう。 

〈基幹的漁業従事者〉 

表９　基幹的漁業従事者の性別・年齢階層別個人経営体数 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

2,059 2,427 2,850 100.0 100.0 100.0 △ 15.2

2,055 2,425 2,850 99.8 99.9 100.0 △ 15.3

2,007 2,350 2,756 97.5 96.8 96.7 △ 14.6

29 歳 以 下 19 14 24 0.9 0.6 0.8 35.7

30   ～   34 35 29 25 1.7 1.2 0.9 20.7

35   ～   39 48 61 62 2.3 2.5 2.2 △ 21.3

40   ～   44 88 99 94 4.3 4.1 3.3 △ 11.1

45   ～   49 115 96 113 5.6 4.0 4.0 19.8

50   ～   54 118 129 172 5.7 5.3 6.0 △ 8.5

55   ～   59 138 196 332 6.7 8.1 11.6 △ 29.6

60   ～   64 196 364 453 9.5 15.0 15.9 △ 46.2

65   ～   69 345 436 481 16.8 18.0 16.9 △ 20.9

70   ～   74 390 406 496 18.9 16.7 17.4 △ 3.9

75 歳 以 上 515 520 504 25.0 21.4 17.7 △ 1.0

48 75 94 2.3 3.1 3.3 △ 36.0

29 歳 以 下 - - - - - - -

30   ～   34 - - - - - - -

35   ～   39 - - - - - - -

40   ～   44 - - 1 - - 0.0 -

45   ～   49 - 1 1 - 0.0 0.0 -

50   ～   54 3 2 4 0.1 0.1 0.1 50.0

55   ～   59 2 6 2 0.1 0.2 0.1 △ 66.7

60   ～   64 2 7 9 0.1 0.3 0.3 △ 71.4

65   ～   69 4 14 14 0.2 0.6 0.5 △ 71.4

70   ～   74 11 20 30 0.5 0.8 1.1 △ 45.0

75 歳 以 上 26 25 33 1.3 1.0 1.2 4.0

4 2 - 0.2 0.1 - 100.0

性 別 年 齢 階 層
個 人 経 営 体 数 構    成    比 増減率

30/25

海上作業従事世帯員がいない

総　　　　　　　　　数

海上作業従事者世帯員がいる

基幹的漁業従事者が男性

基幹的漁業従事者が女性



 

（４）後継者の状況 

個人経営体2,059経営体のうち，「後継者あり」の経営体は326経営体で，個人経営体全体に占める

割合は15.8％と，前回（20.2％）に比べ4.4ポイント減少した。 

経営体階層別にみると，「後継者あり」の経営体の割合が最も高かったのは，「かき類養殖」（46.7％）

となっている。（表10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表10　経営体階層別後継者ありの個人経営体数 単位：経営体，％

後継者
あり

後継者
あり

2,059 326 2,427 491 15.8 20.2 △ 4.4

61 11 70 32 18.0 45.7 △ 27.7

- - 1 1 - 100.0 -

265 24 322 57 9.1 17.7 △ 8.6

1,435 173 1,669 231 12.1 13.8 △ 1.8

48 12 78 30 25.0 38.5 △ 13.5

魚 類 養 殖 20 3 20 6 15.0 30.0 △ 15.0

か き 類 養 殖 210 98 230 120 46.7 52.2 △ 5.5

の り 類 養 殖 9 2 16 8 22.2 50.0 △ 27.8

その他の海面養殖 11 3 21 6 27.3 28.6 △ 1.3

海
面
養
殖

動 力 漁 船

小 型 定 置 網

総 数

漁 船 非 使 用

無 動 力 漁 船 の み

船 外 機 付 漁 船

経 営 体 階 層

個人経営体数
後継者ありの経営体の

構成比
構成比

ポイント差
平成30年 平成25年 平成30年 平成25年



 

３ 労働力 

（１）年齢階層別漁業従事世帯員数・役員数 

漁業従事世帯員・役員数は2,896人であり，このうち漁業従事世帯員は2,715人，漁業従事役員は

181人となっている。 

年齢階層別にみると，漁業従事世帯員は 65 歳以上が 1,643 人（全漁業従事世帯員数に占める割合

60.5％）となっており，一方，漁業従事役員は 64 歳以下が 129 人（全漁業従事役員数に占める割合

71.3％）となっている。（表11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）責任のある者数 

ア 年齢階層別の状況 

漁業経営体の責任のある者は 2,389人であり，このうち個人経営体では 2,208人，団体経営体で

は181人となっている。 

年齢階層別にみると，個人経営体では65歳以上が1,370人（全個人経営体の責任のある者数に占

める割合62.0％）となっており，一方，団体経営体では64歳以下が129人（全団体経営体の責任の

ある者数に占める割合71.3％）となっている。（表12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・漁業従事世帯員：個人経営体の世帯員のうち，過去１年間に漁業を行った人をいう。なお，共同経営の構

成員や他の漁業経営体の雇用者として漁業に従事した場合も含む。 

・漁業従事役員：団体経営体における責任のある者をいい，経営主，役員，支配人及びその代理を委任さ

れた者である。なお，役員会に出席するだけの者や役職に就いていても役員等でない場合

は責任のある者に含めない。 

〈漁業従事世帯員・漁業従事役員〉 

個人経営体における経営主及び経営方針の決定に関わっている世帯員並びに団体経営体における経営主，

役員，支配人及びその代理を委任された者をいう。なお，団体経営体において，役員会に出席するだけの者

や役職に就いていても役員等でない場合は責任のある者に含めない。 

〈責任のある者〉 

表12　年齢階層，経営組織別責任のある者数 単位：人，％

個人経営体 団体経営体 個人経営体 団体経営体

総 数 2,389 2,208 181 100.0 100.0 100.0

15 ～ 29 歳 26 21 5 1.1 1.0 2.8
30 ～ 39 歳 117 99 18 4.9 4.5 9.9
40 ～ 49 歳 262 219 43 11.0 9.9 23.8
50 ～ 59 歳 317 282 35 13.3 12.8 19.3
60 ～ 64 歳 245 217 28 10.3 9.8 15.5
65 ～ 69 歳 397 375 22 16.6 17.0 12.2
70 ～ 74 歳 446 429 17 18.7 19.4 9.4
75 歳 以 上 579 566 13 24.2 25.6 7.2

総数
年 齢 階 層

責任のある者数

総数

構成比

表11　年齢階層別漁業従事世帯員数及び役員数 単位：人，％

漁業従事
世帯員

漁業従事
役員

漁業従事
世帯員

漁業従事
役員

総 数 2,896 2,715 181 100.0 100.0 100.0

15 ～ 29 歳 50 45 5 1.7 1.7 2.8

30 ～ 39 歳 156 138 18 5.4 5.1 9.9

40 ～ 49 歳 314 271 43 10.8 10.0 23.8

50 ～ 59 歳 387 352 35 13.4 13.0 19.3

60 ～ 64 歳 294 266 28 10.2 9.8 15.5

65 ～ 69 歳 483 461 22 16.7 17.0 12.2

70 ～ 74 歳 532 515 17 18.4 19.0 9.4

75 歳 以 上 680 667 13 23.5 24.6 7.2

年 齢 階 層

漁業従事世帯員数・役員数 構成比

総数 総数



 

イ 団体経営体における役職別の状況 

団体経営体の責任のある者を役職別にみると，「経営主」が104人と最も多く，次いで「陸上作業

において責任のある者」が95人，「船長」が73人などとなっている。 

また，役職別の平均年齢をみると，「経営主」が57.0歳，「陸上作業において責任のある者」が55.7

歳，「船長」が53.7歳などとなっている。（表13） 

 

 

 

 

 

 

（３）漁業就業者数 

  ア 性別・年齢階層別の状況 

漁業就業者数は3,327人で，前回に比べ676人（16.9％）減少した。 

年齢階層別就業者の構成割合をみると，「75歳以上」の割合が全体の 19.5％で，前回（16.7％）よ

りも2.8ポイント，前々回（13.3％）よりも6.2ポイント高くなっており，増加傾向となっている。 

漁業就業者を性別・年齢階層別にみると，「男性」は「75歳以上」が537人と最も多く，「女性」は

「70～74歳」が120人と最も多くなっている。（表14，図９～11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 満15歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に年間30日以上従事した者をいう。 

〈漁業就業者〉 

表13　団体経営体における役職別責任のある者数及び平均年齢（複数回答） 単位：人，歳

責任のある者数 181 104 39 73 12 37 21 95

平 均 年 齢 - 57.0 57.6 53.7 54.3 53.2 53.4 55.7

区　分
総数

（実数）
経営主

海上作業において責任のある者
陸上作業に
おいて責任
のある者漁ろう長 船長 機関長 養殖場長 左記以外



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表14　年齢階層別漁業就業者数 単位：人，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

総 数 3,327 4,003 4,772 100.0 100.0 100.0 △ 16.9

15 ～ 19 歳 18 11 15 0.5 0.3 0.3 63.6

20 ～ 24 歳 43 50 70 1.3 1.2 1.5 △ 14.0

25 ～ 29 歳 81 96 140 2.4 2.4 2.9 △ 15.6

30 ～ 34 歳 118 142 148 3.5 3.5 3.1 △ 16.9

35 ～ 39 歳 163 179 204 4.9 4.5 4.3 △ 8.9

40 ～ 44 歳 180 213 242 5.4 5.3 5.1 △ 15.5

45 ～ 49 歳 246 210 230 7.4 5.2 4.8 17.1

50 ～ 54 歳 219 240 370 6.6 6.0 7.8 △ 8.8

55 ～ 59 歳 241 352 560 7.2 8.8 11.7 △ 31.5

60 ～ 64 歳 333 580 743 10.0 14.5 15.6 △ 42.6

65 ～ 69 歳 492 680 708 14.8 17.0 14.8 △ 27.6

70 ～ 74 歳 543 582 708 16.3 14.5 14.8 △ 6.7

75 歳 以 上 650 668 634 19.5 16.7 13.3 △ 2.7

増減率
30/25

年 齢 階 層
漁 業 就 業 者 数 構    成    比



 

イ 自営・雇われ別の状況 

漁業就業者を自営・雇われ別にみると，「個人経営体の自家漁業のみ」が 2,284人，「漁業従

事役員」が146人，「漁業雇われ」が897人となっている。（表15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 主として従事した漁業種類別の状況（自営漁業のみの漁業就業者） 

漁業就業者を主として従事した漁業種類別にみると，「釣」が 713 人（全自営漁業のみの漁業

就業者数に占める割合31.2％）で最も多く，次いで，「刺網」が429人（同18.8％），「かき類養

殖」が323人（同14.1％），「底びき網」が306人（同13.4％）などとなっている。（表16） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表15　自営・雇われ別漁業就業者数 単位：人，％

平成30年 平成25年
増減率
30/25

3,327 4,003 △ 16.9

2,284 2,990 △ 23.6
う ち 新 規 就 業 者 18 12 50.0

146 …
897 1,013

自 営・雇 わ れ

個人経営体の自家漁業のみ

漁 業 従 事 役 員
漁 業 雇 わ れ

注：平成30年調査において「漁業雇われ」から「漁業従事役員」を分離して新たに調査項目として設定しており，平
成25年値は「漁業雇われ」に「漁業従事役員」を含んでいる。また，増減率は平成25年値と平成30年値を比較するた
め，「漁業従事役員」と「漁業雇われ」の合計で算出した。

総 数

1,043 1,013 3.0

表16　主として従事した漁業種類別漁業就業者数（自営漁業のみの就業者） 単位：人，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

2,284 2,990 3,627 100.0 100.0 100.0 △ 23.6

1,924 2,576 3,033 84.2 86.2 83.6 △ 25.3

底 び き 網 306 391 564 13.4 13.1 15.6 △ 21.7

船 び き 網 40 71 89 1.8 2.4 2.5 △ 43.7

ま き 網 10 1 6 0.4 0.0 0.2 900.0

刺 網 429 590 709 18.8 19.7 19.5 △ 27.3

小 型 定 置 網 53 97 51 2.3 3.2 1.4 △ 45.4

そ の 他 の 網 漁 業 9 3 15 0.4 0.1 0.4 200.0

は え 縄 29 69 98 1.3 2.3 2.7 △ 58.0

釣 713 884 954 31.2 29.6 26.3 △ 19.3

潜 水 器 漁 業  - 2 1 - 0.1 0.0 -

採 貝 ・ 採 藻 112 195 247 4.9 6.5 6.8 △ 42.6

そ の 他 の 漁 業 223 273 299 9.8 9.1 8.2 △ 18.3

360 414 594 15.8 13.8 16.4 △ 13.0

ぶ り 類 養 殖  - 2 5 - 0.1 0.1 -

ま だ い 養 殖 12 7 13 0.5 0.2 0.4 71.4

ひ ら め 養 殖 4 7 12 0.2 0.2 0.3 △ 42.9

その他の 魚類 養殖 3 5 9 0.1 0.2 0.2 △ 40.0

か き 類 養 殖 323 359 483 14.1 12.0 13.3 △ 10.0

その他の 貝類 養殖  - - 18 - - 0.5 -

わ か め 類 養 殖 6 18 25 0.3 0.6 0.7 △ 66.7

の り 類 養 殖 11 15 25 0.5 0.5 0.7 △ 26.7

真 珠 養 殖 1 1 4 0.0 0.0 0.1 0.0

漁  業  種  類
漁 業 就 業 者 数 構     成     比 増減率

30/25

総 数

海 面 漁 業

海 面 養 殖 業



 

（４）家族・雇用者別海上作業従事者数（11月１日現在） 

11月１日現在の海上作業従事者数は 4,078人で，前回（4,446人）に比べ 368人（8.3％）減

少した。 

11 月１日現在の海上作業従事者数を家族，雇用者別にみると，「家族」が2,188人（11月１日

現在の全海上作業従事者数に占める割合 53.7％），「団体経営体の責任のある者」が 127 人（同

3.1％），「雇用者」が1,763人（同43.2％）となっている。 

また，「雇用者」のうち「外国人」（851人）は，11月１日現在の全海上作業従事者数に占める

割合が20.9％で，前回（14.9％）に比べ6.0ポイント増加した。（表17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表17　家族，雇用者別海上作業従事者数（11月１日現在） 単位：人，％

平成30年 平成25年 平成30年 平成25年

4,078 4,446 100.0 100.0 △ 8.3

2,188 2,571 53.7 57.8 △ 14.9

127 - 3.1 - -

1,763 1,875 43.2 42.2 △ 6.0

日 本 人 912 1,213 22.4 27.3 △ 24.8

外 国 人 851 662 20.9 14.9 28.5

総 数

雇 用 者

家 族

団体経営体の責任のある者

増減率
30/25

家 族・雇 用 者
海上作業従事者数 構成比



 

４ 漁船 

（１）隻数及び総トン数 

漁業経営体が過去１年間に漁業生産に使用し，平成30年11月1日現在で保有している漁船の

総隻数は3,314隻で，前回（3,889隻）に比べ575隻（14.8％）減少した。 

漁船のうち，動力漁船は2,471隻で,前回（2,849隻）に比べ378隻（13.3％）減少した。また，

動力漁船の総トン数は 12,102.2トンで，前回（14,013.5トン）に比べ 1,911.3トン（13.6％）

減少した。（図12，13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
漁船の種類は，推進機関の有無により，次のとおり分類される。 

・無動力漁船：推進機関を付けない漁船 

・船外機付漁船：無動力漁船に船外機（取り外しができる推進機関）を付けた漁船 

・動 力 漁 船：推進機関を船体に固定した漁船 

〈漁船の種類〉 



 

（２）出漁日数別動力漁船の状況 

動力漁船隻数を出漁日数別にみると，「30～89 日」が 787 隻（全動力漁船隻数に占める割合 

31.8％）で最も多く，次いで「90～149日」が714隻（同28.9％），「150～199日」が391隻（同

15.8％）などとなっている。 

また，前回に比べ「30～89日」を除き，全てで減少した。（表18，図14） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表18　出漁日数別動力漁船隻数 単位：隻，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

総 数 2,471 2,849 3,257 100.0 100.0 100.0 △ 13.3

29 日 以 下 97 150 93 3.9 5.3 2.9 △ 35.3

30 ～ 89 日 787 659 660 31.8 23.1 20.3 19.4

90 ～ 149 日 714 923 1,046 28.9 32.4 32.1 △ 22.6

150 ～ 199 日 391 457 596 15.8 16.0 18.3 △ 14.4

200 ～ 249 日 274 340 473 11.1 11.9 14.5 △ 19.4

250 ～ 299 日 145 176 226 5.9 6.2 6.9 △ 17.6

300 日 以 上 63 144 163 2.5 5.1 5.0 △ 56.3

構   成   比動 力 漁 船 隻 数
出 漁 日 数

増減率
30/25



 

５ 海面養殖（かき類） 

（１）漁業経営体数，平均養殖面積及び養殖面積 

かき類養殖を営んだ漁業経営体は

301経営体で，前回（314経営体）に

比べ13経営体（4.1％）減少した。 

１経営体当たりの平均養殖面積は

7,280㎡で，前回（6,986㎡）に比べ

294 ㎡（4.2％）増加した。また，１

経営体当たりの平均養殖面積を全国

と比較すると，広島県は全国(2,258

㎡）の約3.2倍の広さとなっている。 

養殖面積は 2,191,179 ㎡であり，

前回（2,193,678㎡）に比べ2,499㎡

減少したが，全国１位となっている。 

かき類養殖を営んだ経営体数は，宮城県（529経営体），北海道（454経営体），岩手県（318経

営体）に次いで全国４位となっている。（表19・20，図15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　（上位５都道府県） 単位：経営体，㎡

都道府県 実数 都道府県 実数 都道府県 実数

１　位 宮城県 529 香川県 7,936 広島県 2,191,179

２　位 北海道 454 広島県 7,280 宮城県 926,435
３　位 岩手県 318 徳島県 6,283 岩手県 528,450
４　位 広島県 301 島根県 5,399 香川県 484,115
５　位 三重県 224 静岡県 3,718 北海道 477,456

＜参考＞ 全　国 3,021 全　国 2,258 全　国 6,820,168

表20　かき類養殖漁業経営体数，１経営体平均養殖面積，養殖面積及び全国順位

順 位
漁業経営体数 １経営体平均養殖面積 養殖面積

表19　かき類養殖面積規模別漁業経営体数，１経営体当たりの平均養殖面積及び養殖面積
単位：経営体，㎡，％

平成30年 平成25年 平成20年 平成30年 平成25年 平成20年

301 314 359 100.0 100.0 100.0 △ 4.1

100 ㎡ 未 満 1 - 9 0.3 - 2.5 -

100 ～ 300㎡ 未 満 1 - 2 0.3 - 0.6 -

300 ～ 500㎡ 未 満 5 5 - 1.7 1.6 - 0.0

500 ～ 1,000㎡ 未 満 7 6 7 2.3 1.9 1.9 16.7

1,000 ～ 2,000㎡ 未 満 12 7 23 4.0 2.2 6.4 71.4

2,000 ～ 3,000㎡ 未 満 24 27 24 8.0 8.6 6.7 △ 11.1

3,000 ～ 5,000㎡ 未 満 64 77 94 21.3 24.5 26.2 △ 16.9

5,000 ～ 10,000㎡ 未 満 118 122 162 39.2 38.9 45.1 △ 3.3

10,000 ㎡ 以 上 69 70 38 22.9 22.3 10.6 △ 1.4

7,280 6,986 5,903 - - - 4.2

2,191,179 2,193,678 2,119,031 - - - △ 0.1

増減率
30/25
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（２）販売金額別の状況 

かき類養殖を営んだ漁業経営体のうち，主にかき類養殖を営んだ（かき類養殖の販売金額が１

位だった）漁業経営体（287経営体）を販売金額別にみると，「2,000万円～5,000万円未満」の

漁業経営体が 99経営体（主にかき類養殖を営んだ全漁業経営体数に占める割合34.5％）で最も

多く，次いで「5,000万円～１億円未満」が 93経営体（同 32.4％）などとなっている。また，

1,000万円以上の漁業経営体が占める割合は全体の85.4％であり，前回（89.1％）と比べ3.7ポ

イント減少した。（表21，図16） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表21　主にかき類養殖を営んだ販売金額別漁業経営体数 単位：経営体，％

平成30年 平成25年 平成30年 平成25年

総 数 287 312 100.0 100.0 △ 8.0

販 売 金 額 な し - - - - -

100 万 円 未 満 2 4 0.7 1.3 △ 50.0

100 万 円 ～ 300 万 円 未 満 10 3 3.5 1.0 233.3

300 万 円 ～ 500 万 円 未 満 10 11 3.5 3.5 △ 9.1

500 万 円 ～ 800 万 円 未 満 12 6 4.2 1.9 100.0

800万 円 ～ 1,000万 円 未 満 8 10 2.8 3.2 △ 20.0

1,000万円～1,500万円未満 11 17 3.8 5.4 △ 35.3

1,500万円～2,000万円未満 12 19 4.2 6.1 △ 36.8

2,000万円～5,000万円未満 99 138 34.5 44.2 △ 28.3

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満 93 82 32.4 26.3 13.4

1 億 円 以 上 30 22 10.5 7.1 36.4

注：主にかき類養殖を営んだ漁業経営体（平成30年は287経営体，平成25年は312経営体）とは，営
んだ漁業種類のうち，かき類養殖の販売金額が１位だった経営体をいう。

販 売 金 額
漁 業 経 営 体 数 構   成   比 増減率
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